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大規模修繕工事の注意点
修繕積立金の不足、施工会社の談合、設計コンサルなどへのバックマージンに

関わる報道が多数なされている昨今、管理組合として不安をお抱えのことと存じます。
大切な資産が不当に流出するのを防ぎ、適正かつ透明性をもって活用されるよう

理事会／修繕委員会の皆さまへ本資料を作成いたしました。
多くの情報を収集し、偏った意見に惑わされず管理組合自身が主体的に関わり、
総意によって進めていける「仕組みづくり」に向け、ご活用いただければ幸いです。

多くの情報を集め、
管理組合が
主体的に進める
大規模修繕工事とは計画に基づき一般的に
１２～１５年ごとに実施されるマンション全体
に及ぶ複合的な工事で、相当の費用と時間
をかけて実施するものです。設計コンサルや
管理会社などの専門家を活用して進めていく
方式も推奨されていますが、いずれの方式で
も専門家を信用しすぎず、あくまで管理組合
が主体的に進めることが大前提です。

大規模修繕工事の主なステップとパートナー選びの注意点

施工会社の談合と設計コンサルへの
バックマージンに関わる報道

2025年6月、関東地方のマンションに
おける大規模修繕工事を巡り、複数の
施工会社が受注予定者や価格を事前に
調整していた疑いがあるとして、公正取
引委員会が調査を開始しました。
2026年6月には、工事業者36社と設計

コンサル2社に対し、独占禁止法違反を
認定し、再発防止策を求める排除措置
命令を出す方針を固めたとの報道があ
りました。談合により工事費が不当に高
く設定され、管理組合が必要以上の経
済的負担を強いられていた可能性があ

ると指摘されています。
設計コンサルが関わる談合問題におい
ては、過去にも国土交通省から各種通達
が発信されており、設計コンサルが関与
する談合は、不当に安い設計コンサル費
が要因の1つであると考えられています。

2026年7月31日発行：本資料に掲載の内容は発行日時点の情報に基づいて作成しております。

TEL：06-6348-5565（受付時間：平日９時～17時）

【大阪本店】
〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島二丁目1番16号 フジタ東洋紡ビル5階

ホームページ

2017年1月27日 国土交通省
「設計コンサルタントを活用した
マンション大規模修繕工事の
発注等の相談窓口について」

マンションの修繕設計監理の実績2,000件以上

一級建築士事務所が考える

長期修繕計画を見直し、工事をすべきか議論する 
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（設計コンサル方式を採用する場合）
透明性・客観性のある設計コンサルを選ぶ

建物の劣化状況を確認する 《建物調査診断業務》

設計コンサルに任せきりにせず、主体的に意見を
出し合って工事範囲や予算を検討する 《改修設計業務》 

施工会社選定は、広く募集し、
全社から見積りを取得する 《施工会社選定補助業務》

施工会社との請負契約では、設計コンサルなどへの
バックマージンを払わない誓約書の提出を求める 

工事 → 引き渡し、次の維持管理へ《工事監理・アフター業務》

（国からの注意喚起）

2026年6月12日 朝日新聞 2026年6月12日 朝日新聞

2026年4月18日 産経新聞
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施工会社は広く募集し、応募があった
「全社」から見積りを取得する

設計コンサル方式を採用する場合
設計コンサルを価格だけで決めない
【設計コンサル方式】の本来の目的は、管理組合の負担軽減、工事コスト削減、合意形成の円滑化による資産価値の保全です。
しかし、価格のみで不当に安い設計コンサルを選定すると、施工会社の談合やバックマージンの発生を招く恐れがあります。
結果として「設計コンサル費＋工事費」の総支出額が割高になり、本来の目的が果たせなくなるため注意が必要です。

「情報はできる限り多く収集した方がよい」ということは明白であり、見積りの取得には費用も発生しません。
最低価格や平均価格などの情報を得ておくことは、その後の交渉にも有益です。
まずは全社から見積りを取得し、その上で、会社規模や実績・担当者の印象などを含めて比較検討しましょう。

設計コンサルなどによる【施工会社選定】に伴う不正事例

応募会社数が少なくなるように
画策されてしまう

紹介やマンション内のみの施工会社募
集を推奨されたり、発行部数の少ない新
聞で募集することにより応募会社数が
少なくなるように画策されてしまいます。

業界大手の専門紙を活用し、広く公募を
行い、十分な公募期間を設けることで、
より多くの施工会社に応募してもらえる
よう、選定のスタート段階は特に注意を
払いましょう。

健全な施工会社（※）から
見積りを「取得しないよう」に
画策されてしまう

特定の応募条件項目の未達や、偏った
不確実な意見を理由に、一部の施工会
社から見積りを取得しないように画策さ
れてしまうことがあります。その結果、
情報が意図的に封鎖され、施工会社間
での談合が成立してしまったり、入札価
格帯の妥当性が損なわれてしまう事態
につながりかねません。

募集条件は必要最低限に設定しましょう。
応募があった全社から見積りを取り、そ
の後に技術力や体制などの条件も含め
て選定を進めることが、談合やバックマー
ジンが発生し得ない状況を作り上げ、健
全な競争環境を築くことにつながります。

根拠なき毀損・除外

一部の偏った意見や、ネット・SNS上の
匿名の声などを根拠に特定の会社を毀
損・除外しようとする場合があります。

背景に利害関係が絡んでいる可能性も
否定できません。安易に判断せず、会
社への問い合わせを行うなど、必ず事
実確認をすることが重要です。

不正を防止する【設計コンサル選定】のポイント

設計コンサルには、
入札時に誓約書の提出を求める

「談合に関与しない」「バックマージンを
受け取らない」といった内容は、誓約を
させたとしても管理組合として『無』を証
明することが非常に困難な事項です。
「施工会社選定は、業界大手の専門紙で
広く公募し、応募のあったすべての会社
から見積りを取得すること（右ページ参
照）」などといった「談合させない仕組み」
を誓約させることが最も重要です。

設計コンサルは、
価格だけで決めない

投票などの民主的な採決方法を採用し
て決めていくこと、そして得票の根拠と
なる評価基準を残すことが、合意形成の
助けになります。【総合評価方式】は、
談合や不当廉価を防止するために、公
共工事の入札制度でも広く採用されて
いる比較評価手法であり、設計コンサル

や施工会社の選定においても有効な方
法の1つです。

設計コンサルの
決算書と実績を照合する

「取得した設計コンサル見積り」×「年間
実績件数」が決算書の売上高と大きく乖
離する場合には疑いの目が必要です。

大切な修繕積立金と工事品質を守るために 不正に関するメディア報道は裏表紙をご覧ください

• 反社会的勢力と関係が無いこと

• 施工会社選定は業界大手の専門紙で広く
公募し、すべての応募会社から見積を取得
すること

• 談合に関与しないこと、施工会社から名目に
関わらず一切の金銭などの授受をしないこと

• 管理会社や施工会社と独立し、管理組合の
立場に立って設計監理を行うこと

誓約書に記載する項目の一例

談合・バックマージン
がある場合 設計施工分離

（健全な状態）

工事費

見えない上乗せ

設計コンサル費

工事費

設計コンサル費

見積りの取得先を制限することは、管理組合の不利益にしかなり得ません。

POINT 1 POINT 2

数百万円の設計コンサル費の差を重視するあまり、
結果的にその何倍もの工事費の過剰支払いが発生する

安い金額で受注している設計コンサ
ルは調査や積算を自社でせず、特定
の施工会社に協力させる

施工会社から設計コンサルにバック
マージンが支払われ、管理組合がその
費用を実質負担することになる

特定の施工会社が受注できるよう画策
するため、価格競争が行われにくい

工事費が高くなれば設計コンサルも
利益を享受するため、不要・過剰な工
事となる可能性が高まる

工事会社C
（1.4億円）

工事会社D
（1.5億円）

工事会社E
（1.6億円）

不透明な費用の上乗せ

工事会社B
（1.1億円）

工事会社A
（1億円）

設計コンサル選定における総合評価方式 評価表の一例

評価項目

価格

技術カ・提案力

コンプライアンス・
情報開示

経営信頼性・体制

担当者のコミュニケー
ション・対応力

見積金額の妥当性・透明性 30%

技術力、提案力、実績

法令遵守、情報開示•利益相反／不当行為を
生まない安心できる業務プロセス

経営安定性、業務・品質管理体制、
長期アフター・保証制度

実担当者のレスポンス・協力姿勢・柔軟性

20%

20%

15%

15%

細目 配点
（％）

評価
（1 - 5点）

得点
（配点×評価）

※上図の工事会社A・B
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2017年1月27日 国土交通省
「設計コンサルタントを活用した
マンション大規模修繕工事の
発注等の相談窓口について」

マンションの修繕設計監理の実績2,000件以上

一級建築士事務所が考える

長期修繕計画を見直し、工事をすべきか議論する 

（工事をする場合）発注方式を決める
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（設計コンサル方式を採用する場合）
透明性・客観性のある設計コンサルを選ぶ

建物の劣化状況を確認する 《建物調査診断業務》

設計コンサルに任せきりにせず、主体的に意見を
出し合って工事範囲や予算を検討する 《改修設計業務》 

施工会社選定は、広く募集し、
全社から見積りを取得する 《施工会社選定補助業務》

施工会社との請負契約では、設計コンサルなどへの
バックマージンを払わない誓約書の提出を求める 

工事 → 引き渡し、次の維持管理へ《工事監理・アフター業務》

（国からの注意喚起）

2026年6月12日 朝日新聞 2026年6月12日 朝日新聞

2026年4月18日 産経新聞
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